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1. 平成29年3月期の業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 81,495 13.5 4,355 12.0 4,276 12.9 3,048 31.9

28年3月期 71,778 6.0 3,890 64.9 3,788 63.2 2,311 121.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 84.14 83.67 24.5 9.7 5.3

28年3月期 63.92 63.53 23.0 10.1 5.4

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 49,232 13,866 28.1 381.76

28年3月期 38,680 11,052 28.5 304.38

（参考） 自己資本 29年3月期 13,831百万円 28年3月期 11,028百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 1,688 △133 △345 9,058

28年3月期 666 65 △254 7,849

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 289 12.5 2.9

29年3月期 ― 0.00 ― 9.00 9.00 326 10.7 2.6

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 45.00 45.00 13.0

当社は、平成29年10月1日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施する予定であるため、平成30年3月期（予想）の１株当たり期
末配当金につきましては、当該株式併合を考慮した金額を記載しております。なお、株式併合を考慮しない場合の平成30年3月期（予想）の１株当たり期末配当金は
9円00銭となります。詳細につきましては、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。

3. 平成30年 3月期の業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 38,000 5.5 1,800 △16.4 1,750 △18.1 1,200 △17.4 33.12

通期 82,000 0.6 3,700 △15.1 3,600 △15.8 2,500 △18.0 345.00

平成30年3月期の業績予想（通期）における１株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮しております。なお、株式併合を考慮しない場合の平成
30年3月期の業績予想（通期）における１株当たり当期純利益は69円00銭となります。詳細につきましては、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事
項」をご覧ください。



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 36,342,000 株 28年3月期 36,342,000 株

② 期末自己株式数 29年3月期 112,024 株 28年3月期 107,280 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 36,232,385 株 28年3月期 36,166,013 株

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお業績予想に関する事項は、添付
資料５ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧ください。

２．当社は、平成29年2月28日開催の取締役会において、平成29年6月28日開催予定の第91回定時株主総会に、株式併合について付議することを決議し、同株主
総会での承認可決を条件に、平成29年10月1日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施することとしております。併せて同日付
で単元株式数の変更（1,000株から100株への変更）を実施する予定です。なお、株式併合を考慮しない場合の平成30年3月期の配当予想及び業績予想は以下のと
おりです。

　　（１）平成30年3月期の配当予想

　　　　　１株当たり配当金

　　　　　（期末）　　　9円00銭

　　（２）平成30年3月期の業績予想

　　　　　１株当たり当期純利益

　　　　　（第２四半期末累計）　　　　　33円12銭

　　　　　（通期）　　　　　　　　　　　　　 69円00銭
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当事業年度におけるわが国経済は、米国の経済政策による影響やアジア新興国の景気動向、欧州諸

国の政策に関する不確実性など、先行きに不透明感が残るものの、政府の経済政策や日銀の金融緩和

策などによる景気の下支えにより、引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

建設業界におきましては、東京オリンピック・パラリンピック関連事業や企業収益の改善を背景に、

首都圏を中心とした公共投資や民間設備投資の増加等、持ち直しの動きが見られるものの、技能労働

者不足や労務費及び資材・運搬費の上昇懸念など、依然として予断を許さない経営環境が続いており

ます。 

このような状況のもと、当社は受注拡大のため、従前から培ってきたコア事業である「商業施設」

建築のノウハウや企画・提案力を生かし、店舗等の新築・内改装工事のほか訪日観光客の増加に伴う

ホテルの建設需要に対して積極的な受注活動を行ってまいりました。また、マンション建設、待機児

童対策による保育園の建設、老年人口の増加による医療・介護施設の建設等の需要に対しても幅広い

受注活動に取り組んでまいりました。 

この結果、当事業年度の業績につきましては、売上高は 814億 9千 5 百万円（前期比 13.5％増）と

なりました。 

損益につきましては、完成工事高の増加や低採算工事の減少による利益率の改善などにより完成工

事総利益が増加したため、営業利益は 43億 5 千 5百万円（前期比 12.0％増）、経常利益は 42億 7 千 6

百万円（前期比 12.9％増）となりました。また、賃貸用不動産の減損損失が減少したことなどにより、

当期純利益は 30億 4千 8百万円（前期比 31.9％増）となりました。 

以上のとおり、売上高、各利益ともに業績予想を上回る結果となりました。 

 

セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

（建設事業） 

受注高は 841 億 7 千 2百万円（前期比 8.5％増）となりました。完成工事高は 808 億 8 千 2 百万円

（前期比 13.7％増）となり、次期への繰越工事高は 514 億 3千 5百万円（前期比 6.8％増）となりま

した。そして、セグメント利益は 56億 9千 2 百万円（前期比 9.9％増）となりました。 

（不動産事業） 

不動産事業売上高は 6 億 1千 3百万円（前期比 6.0％減）、セグメント利益は前期並みの 7千 8 百万

円となりました。 
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（２）当期の財政状態の概況 

当事業年度の資産合計は 492 億 3 千 2 百万円、負債合計は 353 億 6 千 5 百万円、純資産合計は 138

億 6千 6 百万円となり、前事業年度と比べて総資産は 105億 5千 2 百万円増加しております。 

 

①流動資産 

工事代金の回収増加により現金預金が 12 億 9 百万円、受取手形が 19 億 6 千 7 百万円それぞれ増加

し、また、売上高の増加により完成工事未収入金が 52 億 4千 2百万円、手持工事高の増加により未成

工事支出金が 10億 6千 9百万円増加したことなどにより、流動資産は前事業年度と比べて 103 億 4千

5 百万円増加しております。 

 

②固定資産 

当社が保有する賃貸用不動産の売却により建物 1 億 6 千 3 百万円、土地 1 億 8 千 9 百万円等が減少

しましたが、投資有価証券が 3 億 6 千 4 百万円増加したことなどにより、固定資産は前事業年度と比

べて 2億 6百万円増加しております。 

 

③流動負債 

工事出来高の増加により支払手形が 40 億 6 千 2 百万円、工事未払金が 36 億 8 千 3 百万円それぞれ

増加したことなどにより、流動負債は前事業年度と比べて 79億 8 百万円増加しております。 

 

④固定負債 

退職給付引当金が 8 千 2 百万円増加しましたが、長期借入金が短期への振替により 1 億 8 千 8 百万

円減少したことなどにより、固定負債は前事業年度と比べて 1 億 7千万円減少しております。 

 

⑤純資産 

利益剰余金が前事業年度に係る剰余金の配当により 2 億 8 千 9 百万円減少しましたが、当事業年度

において当期純利益を 30億 4千 8 百万円獲得したため、27億 5千 8 百万円増加しました。 

また、株式含み益の増加により評価・換算差額等が 4 千 5 百万円増加したため、純資産は前事業年

度と比べて 28億 1 千 4百万円増加しております。 
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ 12 億 9百万

円の資金の増加（前年同期は 4億 7 千 6百万円の資金の増加）となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、16 億 8 千 8 百万円の資金の増加（前年

同期は 6 億 6 千 6 百万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は、税引前当期純利益 43 億 7 千

1 百万円、仕入債務の増加 77億 4千 5百万円、主な減少要因は、売上債権の増加 72億 1千万円、未成

工事支出金の増加 10億 6千 9百万円などであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、1 億 3千 3百万円の資金の減少（前年同

期は 6千 5百万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は、有形固定資産の売却による収入 4億

6 百万円、主な減少要因は、投資有価証券の取得による支出 5 億 1百万円などであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、3 億 4千 5百万円の資金の減少（前年同

期は 2億 5千 4 百万円の資金の減少）となりました。主な増加要因は、長期借入れによる収入 7 億 2千

6 百万円、主な減少要因は、長期借入金の返済による支出 7億 4千 9 百万円、配当金の支払額 2 億 8千

9 百万円などであります。 
 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  
平成 27年 
3 月期 

平成 28年 
3 月期 

平成 29年 
3 月期 

自己資本比率 （％） 25.2 28.5 28.1 

時価ベースの自己資本比率 （％） 31.2 30.2 32.4 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年） 4.4 5.2 2.0 

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 14.2 12.7 34.8 

自己資本比率              
時価ベースの自己資本比率 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率 
インタレスト・カバレッジ・レシオ 

：自己資本 ／ 総資産 
：株式時価総額 ／ 総資産 
：有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 
：キャッシュ・フロー ／ 利払い 

  
（注 1） いずれの指標も財務数値により算出しております。 
（注 2） 
 

株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出し
ております。 

（注 3） キャッシュ･フローは、営業活動によるキャッシュ･フローを使用しております。 
（注 4） 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。 
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（４）今後の見通し 

建設業界におきましては、東京オリンピック・パラリンピック関連事業や企業収益の改善等を背景

として、受注環境は堅調に推移するものと見込まれる一方で、技能労働者の不足や労務費及び資材・

運搬費の上昇などによる施工管理・工事採算面でのリスクの増大等、今後も予断を許さない経営環境

が続くものと思われます。 

このような状況において、当社はコア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事に加え、住宅、

ホテル、医療・介護施設等の受注活動にも積極的に取り組み、受注の拡大と利益改善に取り組んでま

いります。 

なお、次期の見通しといたしましては、売上高 820億円、営業利益 37 億円、経常利益 36億円、当

期純利益 25 億円を予想しております。 

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で財務諸表を

作成する方針であります。 

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢及び国内の同業他社の国際会計基準の適

用動向等を踏まえ、適切に対応していく方針であります。 
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 7,849 9,058 

受取手形 4,744 6,711 

完成工事未収入金 19,636 24,879 

未成工事支出金 1,473 2,542 

前払費用 68 89 

繰延税金資産 495 593 

未収入金 53 62 

その他 218 948 

貸倒引当金 △11 △12 

流動資産合計 34,528 44,874 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,067 2,807 

減価償却累計額 △2,138 △2,042 

建物（純額） 928 764 

構築物 251 239 

減価償却累計額 △238 △228 

構築物（純額） 13 11 

車両運搬具 5 － 

減価償却累計額 △0 － 

車両運搬具（純額） 5 － 

工具器具・備品 227 248 

減価償却累計額 △176 △183 

工具器具・備品（純額） 50 65 

土地 1,022 832 

リース資産 20 24 

減価償却累計額 △10 △12 

リース資産（純額） 10 11 

建設仮勘定 － 100 

有形固定資産合計 2,030 1,786 

無形固定資産    

ソフトウエア 92 153 

その他 25 25 

無形固定資産合計 117 178 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,035 1,400 

出資金 5 5 

破産更生債権等 190 190 

長期前払費用 22 37 

繰延税金資産 366 373 

差入保証金 540 536 

その他 32 39 

貸倒引当金 △189 △189 

投資その他の資産合計 2,004 2,393 

固定資産合計 4,152 4,358 

資産合計 38,680 49,232 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 11,316 15,379 

工事未払金 7,148 10,831 

短期借入金 1,219 1,492 

1年内償還予定の社債 132 － 

リース債務 5 6 

未払金 336 251 

未払費用 352 473 

未払法人税等 923 922 

未払消費税等 793 － 

未成工事受入金 1,045 1,769 

預り金 46 41 

完成工事補償引当金 214 213 

工事損失引当金 36 35 

賞与引当金 391 455 

その他 9 9 

流動負債合計 23,971 31,880 

固定負債    

長期借入金 2,073 1,885 

リース債務 6 6 

退職給付引当金 1,126 1,208 

長期未払金 9 9 

長期預り金 440 375 

固定負債合計 3,656 3,485 

負債合計 27,627 35,365 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,321 4,321 

資本剰余金    

資本準備金 206 206 

資本剰余金合計 206 206 

利益剰余金    

利益準備金 190 219 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 6,006 8,735 

利益剰余金合計 6,196 8,954 

自己株式 △20 △21 

株主資本合計 10,704 13,461 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 324 369 

評価・換算差額等合計 324 369 

新株予約権 23 35 

純資産合計 11,052 13,866 

負債純資産合計 38,680 49,232 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高    

完成工事高 71,126 80,882 

不動産事業売上高 652 613 

売上高合計 71,778 81,495 

売上原価    

完成工事原価 64,959 74,142 

不動産事業売上原価 561 525 

売上原価合計 65,521 74,668 

売上総利益    

完成工事総利益 6,167 6,739 

不動産事業総利益 90 87 

売上総利益合計 6,257 6,827 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 157 169 

従業員給料及び手当 902 922 

退職金 0 6 

退職給付費用 43 46 

賞与引当金繰入額 79 84 

法定福利費 163 163 

福利厚生費 28 28 

修繕維持費 31 43 

事務用品費 23 25 

通信交通費 138 150 

動力用水光熱費 3 2 

広告宣伝費 3 1 

貸倒引当金繰入額 － 1 

交際費 59 65 

寄付金 3 11 

地代家賃 89 96 

減価償却費 32 58 

租税公課 129 197 

保険料 13 15 

雑費 465 378 

販売費及び一般管理費合計 2,367 2,471 

営業利益 3,890 4,355 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業外収益    

受取利息 7 1 

受取配当金 17 17 

貸倒引当金戻入額 8 0 

雑収入 15 10 

営業外収益合計 49 30 

営業外費用    

支払利息 49 45 

社債利息 1 0 

手形売却損 8 2 

支払手数料 52 58 

支払保証料 3 0 

事務所移転費用 34 － 

雑支出 1 1 

営業外費用合計 150 109 

経常利益 3,788 4,276 

特別利益    

固定資産売却益 104 100 

特別利益合計 104 100 

特別損失    

固定資産売却損 － 1 

ゴルフ会員権評価損 － 3 

減損損失 488 － 

その他 5 － 

特別損失合計 494 4 

税引前当期純利益 3,399 4,371 

法人税、住民税及び事業税 1,272 1,447 

法人税等調整額 △184 △123 

法人税等合計 1,087 1,323 

当期純利益 2,311 3,048 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

  

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,305 190 190 164 3,971 4,136 △19 8,613 

当期変動額                 

新株の発行（新株予約権の行
使） 

16 16 16         32 

利益準備金の積立       25 △25 －   － 

剰余金の配当         △251 △251   △251 

当期純利益         2,311 2,311   2,311 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）                 

当期変動額合計 16 16 16 25 2,034 2,059 △0 2,091 

当期末残高 4,321 206 206 190 6,006 6,196 △20 10,704 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 487 487 43 9,145 

当期変動額         

新株の発行（新株予約権の行
使）       32 

利益準備金の積立       － 

剰余金の配当       △251 

当期純利益       2,311 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） △163 △163 △20 △183 

当期変動額合計 △163 △163 △20 1,907 

当期末残高 324 324 23 11,052 
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

  

資本準備金 資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,321 206 206 190 6,006 6,196 △20 10,704 

当期変動額                 

新株の発行（新株予約権の行
使）               － 

利益準備金の積立       28 △28 －   － 

剰余金の配当         △289 △289   △289 

当期純利益         3,048 3,048   3,048 

自己株式の取得             △1 △1 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）                 

当期変動額合計 － － － 28 2,729 2,758 △1 2,756 

当期末残高 4,321 206 206 219 8,735 8,954 △21 13,461 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 324 324 23 11,052 

当期変動額         

新株の発行（新株予約権の行
使）       － 

利益準備金の積立       － 

剰余金の配当       △289 

当期純利益       3,048 

自己株式の取得       △1 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

45 45 11 57 

当期変動額合計 45 45 11 2,814 

当期末残高 369 369 35 13,866 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 3,399 4,371 

減価償却費 100 119 

減損損失 488 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 0 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 76 △1 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △18 △1 

賞与引当金の増減額（△は減少） 32 64 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 83 82 

受取利息及び受取配当金 △25 △19 

支払利息 51 46 

固定資産売却損益（△は益） △104 △98 

売上債権の増減額（△は増加） △5,749 △7,210 

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,920 △1,069 

仕入債務の増減額（△は減少） △61 7,745 

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,099 △752 

未払消費税等の増減額（△は減少） 793 △793 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △810 723 

その他 404 9 

小計 1,671 3,217 

利息及び配当金の受取額 25 20 

利息の支払額 △52 △48 

法人税等の支払額 △978 △1,501 

営業活動によるキャッシュ・フロー 666 1,688 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △183 △150 

有形固定資産の売却による収入 441 406 

無形固定資産の取得による支出 △85 △72 

投資有価証券の取得による支出 △201 △501 

投資有価証券の償還による収入 － 200 

その他 94 △14 

投資活動によるキャッシュ・フロー 65 △133 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 117 107 

社債の償還による支出 △268 △132 

長期借入れによる収入 884 726 

長期借入金の返済による支出 △733 △749 

リース債務の返済による支出 △4 △6 

配当金の支払額 △249 △289 

その他 △0 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △254 △345 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 476 1,209 

現金及び現金同等物の期首残高 7,372 7,849 

現金及び現金同等物の期末残高 7,849 9,058 
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（５）財務諸表に関する注記事項 

  

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

  繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月 28

日）を当事業年度から適用しております。 

 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっている

ものであります。 

当社は、建設事業を中心に事業活動を展開しており、兼業事業として主に不動産事業を行ってい

ることから、「建設事業」、「不動産事業」の 2 つを報告セグメントとしております。 

「建設事業」は、建築・土木その他建設工事全般に関する事業を営んでおります。「不動産事業」

は、不動産の売買・賃貸その他不動産に関する事業を営んでおります。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表を作成するために採用される会計

処理の原則及び手続に準拠した方法であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成 27年 4月 1 日  至 平成 28 年 3月 31日）         

（単位: 百万円） 

 
報告セグメント 調整額 

（注）１ 

財務諸表 

計上額  

（注）２ 建設事業 不動産事業 合計 

売上高           

 外部顧客への売上高 71,126 652 71,778 ― 71,778 

 セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

 計 71,126 652 71,778 ― 71,778 

セグメント利益 5,179 78 5,258 △1,367 3,890 

その他の項目      

 減価償却費 0 67 68 32 100 
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（注）1.セグメント利益の調整額△1,367百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含
まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

2.セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

当事業年度（自 平成 28年 4月 1 日  至 平成 29 年 3月 31日）  

       （単位: 百万円） 

 
報告セグメント 調整額 

（注）１ 

財務諸表 

計上額  

（注）２ 建設事業 不動産事業 合計 

売上高           

 外部顧客への売上高 80,882 613 81,495 ― 81,495 

 セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

 計 80,882 613 81,495 ― 81,495 

セグメント利益 5,692 78 5,771 △1,415 4,355 

その他の項目      

 減価償却費 0 59 60 58 119 

（注）1.セグメント利益の調整額△1,415百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含
まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

2.セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 

 前事業年度 当事業年度 

 
（自 平成 27年 4月 1 日 

至 平成 28年 3月 31日） 

（自 平成 28年 4月 1 日 

至 平成 29年 3月 31日） 
     

１株当たり純資産額 304.38 円 381.76 円 

１株当たり当期純利益 63.92 円 84.14 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 63.53 円 83.67 円 

 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお
りであります。 

 

前事業年度 当事業年度 

（自 平成 27年 4月 1 日 

至 平成 28年 3月 31日） 

（自 平成 28年 4月 1 日 

至 平成 29年 3月 31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円） 2,311  3,048  

普通株式に帰属しない金額（百万円） ―  ―  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,311  3,048  

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,166  36,232  

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円） ―  ―  

普通株式増加数（千株） 218  202  

（うち新株予約権）（千株） （ 218  ） ( 202 ） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後 1 株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

  

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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４．受注高・売上高・次期繰越高の状況 

（１）受注高 

（単位：百万円） 

項 目 

前事業年度 
（自 平成 27年 4 月 1 日 
  至 平成 28年 3 月 31日） 

当事業年度 
（自 平成 28年 4 月 1 日 
  至 平成 29年 3 月 31日） 

 
増 減（ △ ） 

 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

建 

 

設 

 

事 

 

業 

建 

 

築 

官公庁 1,200 1.5 ％ 2,496 3.0 ％ 1,296 108.0 ％ 

民 間 76,373 98.5   81,459 96.7   5,085 6.7   

計 77,573 100.0   83,955 99.7   6,382 8.2   

土 

 

木 

官公庁 ― ―   ― ―    ― ―   

民 間 35 0.0   217 0.3   182 516.3   

計 35 0.0   217 0.3   182 516.3   

計 

官公庁 1,200 1.5   2,496 3.0   1,296 108.0   

民 間 76,408 98.5   81,676 97.0   5,268 6.9   

計 77,608 100.0   84,172 100.0   6,564 8.5   

   

（２）売上高 

 （単位：百万円） 

項 目 

前事業年度 
（自 平成 27年 4 月 1 日 
  至 平成 28年 3 月 31日） 

当事業年度 
（自 平成 28年 4 月 1 日 
  至 平成 29年 3 月 31日） 

 
増 減（ △ ） 

 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

建 

 

設 

 

事 

 

業 

建 

 

築 

官公庁 2,506 3.5 ％ 1,839 2.3 ％ △666 △26.6 ％ 

民 間 68,593 95.6   78,995 96.9   10,402 15.2   

計 71,100 99.1   80,835 99.2   9,735 13.7   

土 

 

木 

官公庁 ― ―   ― ―   ― ―   

民 間 26 0.0   46 0.1   20 78.0   

計 26 0.0   46 0.1   20 78.0   

計 

官公庁 2,506 3.5   1,839 2.3   △666 △26.6   

民 間 68,619 95.6   79,042 97.0   10,422 15.2   

計 71,126 99.1   80,882 99.3   9,756 13.7   

不 動 産 事 業 652 0.9   613 0.7   △39 △6.0   

合 計 71,778 100.0   81,495 100.0   9,716 13.5   

  

（３）次期繰越高 

  （単位：百万円） 

項 目 

前事業年度 
（平成 28年 3月 31日） 

当事業年度 
（平成 29年 3月 31日） 

増 減（ △ ） 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

建 

 

設 

 

事 

 

業 

建 

 

築 

官公庁 1,131 2.4 ％ 1,788 3.5 ％ 656 58.0 ％ 

民 間 47,004 97.6   49,467 96.2   2,463 5.2   

計 48,135 100.0   51,255 99.7   3,119 6.5   

土 

 

木 

官公庁 ― ―   ― ―   ― ―   

民 間 9 0.0   180 0.3   170 ―   

計 9 0.0   180 0.3   170 ―   

計 

官公庁 1,131 2.4   1,788 3.5   656 58.0   

民 間 47,013 97.6   49,647 96.5   2,633 5.6   

計 48,145 100.0   51,435 100.0   3,290 6.8   
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５．その他 

役員の異動 

  ① 代表取締役の異動 

    該当事項はありません。 

     

  ② その他の役員の異動 

   ・新任取締役候補 

     取締役（社外）  伊 知 地 俊 人   （現 株式会社ウィル 取締役会長） 

 

・退任予定取締役 

  取締役（社外）  本 山  洋 平 

 

・新任監査役候補 

     監査役      渡 辺  直 之   （現 管理本部 財務経理部長） 

監査役（社外）  小 川  真 人   （現 ＡＣＥコンサルティング株式会社 

                       代表取締役） 

・退任予定監査役 

  常勤監査役    木 村   隆 夫 

 

③ 異動予定日 

    平成 29年 6月 28日 
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